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【問題】 

 現在、わが国ではセルフ・キャリアドック制度の

導入が図られており、併せて企業内キャリアコンサ

ルタントの活躍が期待されている（厚生労働省、

2017）。また、ワン・オン・ワン・ミーティング等、

企業独自のキャリア相談制度を採り入れる動きも

見られる。しかし、キャリア相談の効果を定量的に

明らかにした研究は限られており、とりわけ仕事の

成果に与える影響を検討したものはほとんどない。

そこで本研究では、組織で働く正社員を対象に、キ

ャリア相談頻度と仕事の成果の関係を明らかにす

る。特に、両者の関係における、ワーク・エンゲイ

ジメントの媒介効果に着目し量的分析を行う。なお、

本研究におけるキャリア相談とは、「仕事に関する

相談（仕事内容、スキルアップ、職場の人間関係、

転職、仕事と生活の両立など）」を指す。 

 

【目的】 

キャリア相談の効果を明らかにした研究として、

労働政策研究・研修機構（2017）があげられる。こ

の研究では、キャリアに関する相談を「就職、転職、

離職、再就職、復職のほか、職場の人間関係、ハラ

スメント、長時間労働のほか、職業や仕事に関する

相談ごとすべてを含む」として、その経験を尋ねて

いる。その結果は、キャリア相談経験者のうち、企

業内（人事部以外）で相談した者の割合は 8.9%と小

さい。しかし、この数値は「あなたがいちばん影響

を受けたと思う」相談をひとつ取り上げ、その場所

を問うものになっている。そのため、組織で働く従

業員が、誰に、どの程度、キャリア相談を行ってい

るかを知ることができない。そこで本研究の第 1の

検討課題を、組織で働く従業員のキャリア相談相手

と頻度を明らかにすることとした。 

次に、キャリア相談頻度が仕事の成果に与える影

響を直接的に明らかにした先行研究は見当たらな

いものの、リーダーシップ論の文脈において、リー

ダーの配慮行動が組織業績に対して正の効果を持

つことが明らかにされている（Koene, Vogelaar & 

Soeters、2002）。リーダーの配慮行動とは、部下の

置かれた物理的環境や、部下の心身状態に常に気を

配ろうとするものである。それが、組織業績に正の

影響を与えるという。配慮行動に長けた上司を持つ

部下は、上司に対して様々な問題を相談しやすい環

境にあると考えられるため、キャリア相談の頻度も

多くなることが予想される。また、相談相手が上司

に限らず、キャリア相談の効果のひとつに「問題の

解決」があることが明らかにされている（労働政策

研究・研修機構、2017）。このことから、相談の結

果、仕事上の問題解決を通じて、仕事の成果が高ま

ることが想像できる。以上のことから、キャリア相

談頻度が仕事の成果に正の影響を与えることが予

想される。 

また、仕事の要求度—資源モデルにおいて、仕事

の資源がワーク・エンゲイジメントを通じて仕事の

パフォーマンスの向上に影響を与えるプロセスが

想定されている（Bakker & Demerouti, 2007）。仕

事の資源には、周囲からの良好なサポートが含まれ

ており、その例としてキャリア相談の機会をあげる

ことができる。また、ワーク・エンゲイジメントが

仕事の成果に影響を及ぼすことが明らかにされて

いる（Eguchi, Inoue, Kachi et al., 2020）こと

をふまえれば、キャリア相談頻度がワーク・エンゲ

イジメントを介して仕事の成果に影響を及ぼすメ

カニズムが想定できる。そこで本研究の第 2の検討

課題として、次の仮説モデル（図 1）を設定し、縦

断調査を通じてこれを検証することとした。 

 

 

 

 

 

図 1 本研究の仮説モデル 

 

【方法】 

１．対象 

 インターネット調査会社に委託し、2019年 2月

（以降、T1）と 2020 年 1月（以降、T2）の 2時点

においてアンケート調査を実施した。 

T1の対象 

T1の調査対象は、国内日本法人に勤務する正社員、

年齢を 30歳から 59歳まで、職種（性別）を「ソフ

トウェア技術者（男性）」「ハードウェア技術者（男



性）」「営業（男性）」「経営スタッフ（男性）」「経営

スタッフ（女性）」に限定した。上記の条件で事前

調査を実施し、本番調査では各職種の回答数が 600

件、かつ各年代（30 歳代、40歳代、50歳代）の回

答数が均等になるようにデータを回収した。3,000

件を収集し、欠損データ等を削除した 2,761件を分

析対象とした。 

T2 の対象 

 T2の調査対象は、T1の分析対象（2,761 件）のう

ち、2019年 2月 1日から回答時点（2020 年 1月）

の間に転職、部署移動、仕事内容の変化が無かった

者である。また、T1の事前調査条件にあてはまらな

い者も本番調査対象から除外した。上記の条件で事

前調査を実施し、職種が均等になるよう本番調査デ

ータを回収した。最終的な分析対象は 1,000件であ

る。 

 

２．分析に用いる変数 

キャリア相談頻度 

 「仕事に関する相談（仕事内容、スキルアップ、

職場の人間関係、転職、仕事と生活の両立など）を、

以下の方にどのくらいの頻度で相談しますか」の教

示文と、a.上司、b.社内の先輩、c.社内の友人、d.

社内のキャリアコンサルタント（キャリアアドバイ

ザー、キャリアカウンセラーなど）、e.社内の心理

職（産業カウンセラー、産業医、健康管理室スタッ

フなど）、f.EAPなど、会社が契約している機関の相

談員、g.ハローワークの相談員、h.人材会社（人材

紹介会社、ヘッドハンティング会社など）の営業ま

たはカウンセラー、i.家族、j.社外の先輩や友人、

の各対象に対して「相談したことがない(1)」「2年

に 1回か、それ以下(2)」「1年に 1回程度(3)」「半

年に 1回程度(4)」「半年に 2回以上(5)」の 5件法

で回答を得た。キャリア相談頻度は T1時点のもの

である。  

ワーク・エンゲイジメント 

UWES9項目版（Shimazu, Schaufeli, Kosugi, et 

al., 2008）から熱意を測定する 3項目を用いた。「今

の仕事に対して、あなたがどう感じているかについ

てお聞きします」の教示文と各質問項目に対して

「全くそう思わない」から「強くそう思う」までの

5件法で回答を得た。 

3項目の信頼性係数αの値は.89であり十分な内

的整合性が確認できたと判断し、3項目の平均値を

ワーク・エンゲイジメント得点として分析に用いる

こととした。ワーク・エンゲイジメントの平均値は

2.97（SD=.81）であった。ワーク・エンゲイジメン

トは T1時点のものである。 

仕事の成果 

 三輪（2011）の項目（5項目）を用いた。「昨年（2019

年）の仕事の状況についてお伺いします」の教示文

と各質問項目に対して「全くそう思わない」から「強

くそう思う」までの 5件法で回答を得た。 

5項目の信頼性係数αの値は.83であり十分な内

的整合性が確認できたと判断し、5項目の平均値を

仕事の成果得点として分析に用いることとした。仕

事の成果の平均値は 3.24（SD=.60）であった。仕事

の成果は T2時点のものである。 

個人属性 

 性別、年齢、学歴（中高卒、専門短大卒、大学卒、

大学院卒）、企業規模（従業員数=99人以下、100～

499人、500～999人、1,000人以上）、職位（一般、

係長、課長、部長）、職種（ソフトウェア技術者、

ハードウェア技術者、営業、経営スタッフ）を尋ね

た。 

 

【結果】 

１．キャリア相談頻度の特徴 

 キャリア相談を行う相手毎の相談頻度の割合を

表 1に示した。1年に 1回以上相談する相手は、上

司（56.5%）が最も高く、社内の友人（40.8%）、社

内の先輩（39.6%）、家族（36.6%）、社外の先輩や友

人（34.6%）と続く。社内のキャリアコンサルタン

トに着目すると、「相談したことがない」と回答し

た者の割合が 90.8%を占めた。 

 

表 1 キャリア相談頻度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 単位は%、「半年に 2回以上」の列を基準に降順

に並び替えている 

相談し
たこと
がない

2年に1
回か、
それ以
下

1年に1
回程度
①

半年に
1回程
度②

半年に
2回以
上③

合計

1年に1
回以上
（①＋②

＋③）

上司 31.0 12.5 17.2 17.7 21.6 100 56.5

社内の友人 47.9 11.3 13.0 8.6 19.2 100 40.8

社内の先輩 47.7 12.7 12.7 8.9 18.0 100 39.6

家族 51.9 11.5 11.1 8.7 16.8 100 36.6

社外の先輩や友
人

51.2 14.2 14.2 8.9 11.5 100 34.6

社内のキャリア
コンサルタント

90.8 4.1 3.2 1.1 0.8 100 5.1

社内の心理職 90.1 4.7 3.9 0.6 0.7 100 5.2

EAPなど外部機
関

94.0 2.9 2.3 0.5 0.3 100 3.1

人材会社 91.5 5.5 2.3 0.5 0.2 100 3.0

ハローワークの
相談員

93.6 4.1 1.7 0.6 0.0 100 2.3



２．仮説の検証 

 仮説を検証するためには、Baron & Kenny（1986）

の分析手続きに従えば次の3条件を満たす必要があ

る。すなわち、回帰分析において、(a)キャリア相

談頻度が、仕事の成果に有意な影響を与えること、

(b)キャリア相談頻度が、ワーク・エンゲイジメン

トに有意な影響を与えること、(c)キャリア相談頻

度及びワーク・エンゲイジメントから、仕事の成果

への影響を検討した時に、ワーク・エンゲイジメン

トが仕事の成果に有意な影響を与え、かつ、キャリ

ア相談頻度から仕事の成果への影響が無くなる（完

全媒介）、もしくは、(a)の結果よりも小さくなる（部

分的媒介）ことである。この条件が満たされること

を確認するため、次の手順で重回帰分析を行った。

なお、性別、年齢、学歴、企業規模、職位、職種を

統制するため、以下のすべての分析において、これ

らの変数を独立変数として用いた。 

 まず、(a)を検討するため、キャリア相談頻度を

独立変数、仕事の成果を従属変数とする重回帰分析

を行った（表 2の（a））。その結果、キャリア相談

頻度から仕事の成果に対する有意な関係が示され

たのは、上司とのキャリア相談頻度（β=.16、

p<.001）のみであった。 

 次に、(b)を検討するため、キャリア相談頻度を

独立変数、ワーク・エンゲイジメントを従属変数と

する重回帰分析を行った。その結果、キャリア相談

頻度からワーク・エンゲイジメントに対する有意な

関係が示されたのは、上司（β=.22、p<.001）、お

よび社外の先輩や友人（β=－.10、p<.01）とのキ

ャリア相談頻度だけであった。 

 最後に(c)を検討するため、上司とのキャリア相

談頻度、ワーク・エンゲイジメントを独立変数、仕

事の成果を従属変数とする重回帰分析を行った（表

2の（c））。その結果、ワーク・エンゲイジメントか

ら仕事の成果に対して有意な関係が示され（β=.41、

p<.001）、上司とのキャリア相談頻度から仕事の成

果への影響は(a)の結果よりも弱まった（β=.07、

p<.10）。以上の結果から、キャリア相談相手が上司

の場合に限り、仮説モデルは支持された。 

なお、ワーク・エンゲイジメントの媒介効果を確

認するため、ブートストラップ法によるバイアス修

正済み信頼区間推定に基づき、直接的な検証を行っ

た。その結果、上司とのキャリア相談頻度から仕事

の成果への影響は、媒介変数となるワーク・エンゲ

イジメントを加えたことで有意に減少し、間接効果

の検定において有意な媒介効果が認められた（標本

数＝5,000、信頼区間＝95%：下限＝.036、上限

＝.064）。 

表 2 重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 *** p<.001、** p<.01、* p<.05、† p<.10 
  従属変数は「仕事の成果」；VIF=1.1～2.5 

 

【考察】 

１．キャリア相談頻度の特徴 

本研究では、「キャリア相談の頻度」をその相談

相手ごとに尋ねた。その結果、1年に 1回以上の頻

度で相談している相手は、表1の通り「上司」（56.5%）

が最も多く、「社内の友人」（40.8%）、「社内の先輩」

（39.6%）、と続いていた。これまでキャリア相談の

頻度に着目し、その実態を明らかにした研究はなく、

それを明らかにした点は本研究の学術的意義のひ

とつである。ところで、労働政策研究・研修機構

（2017）では「あなたがいちばん影響を受けたと思

う」相談について、その場所や相手について尋ねて

いる。その場所は「企業外」（44.3％）が最多で、「公

的機関」（23.3％）、「企業内（人事部）」（12.5％）、

「企業内（人事部以外）」（8.9%）と続く。以上の結

果は、企業内でのキャリア相談が、相談頻度は多い

ものの、相談者に対して印象に残る相談として認知

され難いことを示唆している。しかし、相談者に対

して印象に残る相談として認知されないことが、そ

の相談の効果を否定するものではない。この点は、

後に詳述する。 

 また、現在、わが国ではセルフ・キャリアドック

制度の導入と併せて、キャリア相談の専門家として

企業内キャリアコンサルタントの活躍が期待され

変数
性別（0=女、1=男） -.03 -0.02
学歴（参照カテゴリ=大学卒）

　中高卒 .06 † .03
　専門短大卒 .02 .01
　大学院卒 .01 -.02
従業員数（参照カテゴリ=100人未満）

　100～499人 .03 .02
　500～999人 -.01 .00
　1,000人以上 .00 -.01
役職（参照カテゴリ=一般）

　係長 .08 * .05
　課長 .04 .01
　部長 .10 ** .05
キャリア相談頻度
　上司 .16 *** .07 †
　社内の先輩 .05 .01
　社内の友人 .01 -.02
　社内のキャリアコンサルタント -.04 -.04
　社内の心理職 -.01 .01
　ＥＡＰなど外部機関 -.02 -.05
　ハローワークの相談員 -.02 .00
　人材会社 .08 † .07 †
　家族 .04 .02
　社外の先輩や友人 -.05 -.01
ワーク・エンゲイジメント .41 ***

R 2 .06 *** .20 ***

(a) (c）



ている（厚生労働省、2017）。しかし、本研究の結

果をみると、「社内のキャリアコンサルタント」に

相談したことがない者が 90.8%であり多くの割合を

占めていることがわかる。この結果は、社内のキャ

リアコンサルタントによるキャリア相談の仕組み

が徐々に構築されつつあるものの、更なる制度展開

の余地があることを示している。 

 

２．キャリア相談頻度と仕事の成果の関係 

 本研究では、上司とのキャリア相談頻度が「仕事

の成果」に影響を与えることを明らかにした。一方、

労働政策研究・研修機構（2017）では、企業外での

キャリア相談が「キャリアや職業生活の変化」に影

響を与えることを明らかにしている。つまり、キャ

リア相談の場所（社内、社外）ごとに、得られる効

果が異なる可能性がある。ここから得られる人材マ

ネジメント上の実践的な含意は、キャリア相談の内

容に応じて相談相手を柔軟に選択できる環境を整

備することが、従業員のキャリア形成を支援するう

えで有効な施策になり得るということである。 

また、重回帰分析の結果、キャリア相談頻度と仕

事の成果の関係において、仕事の成果に有意な影響

を与えていたのは上司とのキャリア相談頻度だけ

であった。上司の態度が受容・共感的であることが

部下の抑うつを抑制する（古田、2019）ことと、本

研究の結果をふまえると、次のことが示唆される。

すなわち、上司と部下の相談関係において、その質

と量の双方が部下のパフォーマンスに影響を与え

る。そして、その影響の仕方は、質と量のそれぞれ

で異なる。ただし、上司の態度が受容・共感的であ

るほど、部下の成長意欲が高まり、そのことが上司

へのキャリア相談頻度に正の影響を与えることも

予想される。それゆえ、上司と部下の相談関係にお

ける質と量のそれぞれが、相互に関連しながら部下

のパフォーマンスに影響を及ぼすメカニズムの存

在が想像できる。本研究のデータからこれを検証す

ることは難しく、この点は今後の課題としたい。 

 最後に、本研究は、上司との相談頻度が、部下の

ワーク・エンゲイジメントを介して、部下の仕事の

成果に正の影響を与えていることを明らかした。こ

の結果は、仕事の要求度-資源モデルにおけるワー

ク・エンゲイジメントの媒介機能（Bakker & 

Demerouti, 2007）を支持するものである。本研究

の理論的意義はこの点にある。 

 

３．限界と課題 

本研究の最大の課題は、サンプルの個人属性が偏

っていることである。年齢を 30 歳から 59歳までに

限定しており、雇用形態も正社員に限られている。

このため、本研究の結果を直ちにわが国の労働者全

体にあてはめて論じることはできない。今後、20

代の若年層や、非正規社員を含めたサンプルからデ

ータを収集し検討を行う必要がある。 

 

参考文献 

Bakker, A. B., Demerouti, E. (2007) The job 

demands₋resources model: State of the art. 

Journal of Managerial Psychology, 22(3), 

309-328. 

Baron, R. M. & Kenny, D. A. (1986) The 

moderator-mediator variable distinction in 

social psychological research: Conceptual, 

strategic, and statistical considerations. 

Journal of Personality and Social Psychology, 
51, pp.1173-1182. 

Eguchi, H., Inoue, A., Kachi, Y., & Miyaki, K. 

et al. (2020) Work Engagement and Work 

Performance among Japanese Workers; A 1-year 

Prospective Cohort Study. Journal of 
Occupational and Environmental Medicine 

Koene, B. A. S., Vogelaar, A. L. W., & Soeters, 

J. L. （2002） Leadership effects on 

organizational climate and financial 

performance. Leadership Quarterly, 13(3), 

193-215. 

Shimazu, A., Schaufeli, W. B., & Kosugi, S. et 

al. (2008). Work engagement in Japan: 

Validation of the Japanese version of Utrecht 

Work Engagement Scale. Applied Psychology: An 
International Review, 57, 510-523. 

厚生労働省（2017）『「セルフ・キャリアドック」導

入の方針と展開』厚生労働省 

古田克利（2019）「上司のメンタライゼーションが

部下の抑うつの抑制に与える影響 : 仕事の意味

深さの媒介効果に着目して」経営教育研究、22(1)、

pp35-44 

三輪卓己（2011）『知識労働者のキャリア発達―キ

ャリア志向・自律的学習・組織間移動』中央経済

社 

労働政策研究・研修機構（2017）『キャリアコンサ

ルティングの実態、効果および潜在的ニーズ―相

談経験者 1,117名等の調査結果より』労働政策研

究報告書 No.191、労働政策研究・研修機構 

 

＜キーワード＞：キャリア相談、ワーク・エンゲイ

ジメント、キャリアカウンセリング 


